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兵庫県⽴⻄宮病院と⻄宮市⽴中央病院の統合新病院整備に係る 
都市計画変更（素案）について 

 

１．計画地の概要 

 
① 整備場所 

⻄宮市津⾨⼤塚町（アサヒビール⻄宮⼯場跡地） 

   

② 敷地面積 

26,000 ㎡ 
 
  ③ 都市計画概要 

種別 指定内容 
用途地域 ※国道 2 号から３０ｍまで 

⼯業地域（容積率 300％/建蔽率 60％） 
※上記以外 

⼯業地域（容積率 200％/建蔽率 60％） 
高度地区 第 7 種かつ第 10 種高度地区 ※国道 2 号から 11m まで 

第 7 種高度地区 ※国道 2 号から 11m〜30ｍ 
第 5 種高度地区 ※上記以外 

防火・準防火地域 防火地域 ※国道 2 号から 11ｍまで 
準防火地域 ※上記以外 

その他 地区計画（再開発等促進区） 
※土地利用に関する基本方針において、 

病院の⽴地の誘導を図るとされている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤枠：病院用地 ＜建築条件＞ 
容積率：約 210％（加重平均による） 
建蔽率：60％  
※建築基準法の規定により 70％に緩和可能 

高さ：地区整備計画により上限 50ｍ 

＜整備計画＞ 
容積率：219.2％（想定） 
建蔽率：45.4％（想定） 

高さ：50ｍ以内とする（想定） 
⇒用途地域（容積率）の見直しが必要 
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２．統合新病院整備に伴う都市計画変更（素案）について 

（１）上位計画、関連計画等における当該地の位置付け 

①都市再開発方針（兵庫県） 平成 29 年 2 月 28 日 
 当該地を含む津⾨⼤塚地区は、「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき地区」（都
市再開発法に基づく 2 号地区）に位置付けられ、土地利用計画として公共公益施設が挙げられてお
り、概ね 5 年以内に用途地域の決定（変更）を予定している地区とされている。 
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②⻄宮市⽴地適正化計画 令和元年 7 月策定 
 当該地は、広域的な利用が見込まれる拠点集約型施設の⽴地を誘導する都市拠点形成区域に含ま
れており、誘導する施設として 2 次・3 次救急病院が位置付けられている。 
 また、都市機能を誘導する施策として、統合新病院整備事業が位置付けられている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③⻄宮市都市計画マスタープラン 平成 29 年 3 月改定 
 当該地は、土地利用の方針において、「近隣型商業地」に位置付けられている。 
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（２）用途地域等の見直しの考え方 

①都市計画運用指針（国土交通省） 平成 30 年 11 月改定 
 
＜抜粋＞ 
Ｄ．地域地区（法第８条関連） １．用途地域 
（２）用途地域の指定見直し及び廃止に関する基本的な考え方 

2) 用途地域は、地域における住居の環境の保護又は業務の利便の増進を図るため、市街地の類型
に応じた建築規制を行うものであることから、基本的に、あるべき市街地像に対応した安定的
な枠組みとして定められるべきものであるが、土地利用の動向、公共施設の整備状況等の把握
に努めるとともに、当該都市における都市計画上の課題に対応し、その健全な発展に資するよ
う、随時かつ的確な見直しが図られることが望ましい。例えば次に掲げる場合にあっては、用
途地域の見直しを行うことを検討すべきである。 

ａ 都市計画区域マスタープランあるいは市町村マスタープランなどの変更に応じて計画的な土
地利用の誘導を図る場合 

ｂ 従来想定されていた市街地像において主たる用途とされている建築物以外の建築物が、相当
程度かつ広範囲に⽴地する動向にあり、新たな市街地像に対応した用途地域に変更することが
相当であり、かつ、都市全体の都市機能の配置及び密度構成に支障がないと認められる場合 

ｃ 道路等の基盤施設整備や土地区画整理事業等の面的整備事業等により、目指すべき市街地像
に変更が生じ、新たな市街地像に対応した用途地域に変更することが相当な場合 

ｄ 高齢社会の進展等に対応して、徒歩圏等の一定の地域内において、病院、老人福祉センター等
都市生活を支える様々なサービス機能を担う施設の整備又は機能更新を誘導するため、当該サ
ービス機能を提供すべき地区について、建築できる用途の範囲や建築物の密度等の見直しを図
ることが適切な場合 
 

②用途地域等見直しガイドライン（兵庫県） 平成 31 年 3 月改定 
＜抜粋＞ 
第 1 章  
４ 見直しの時期  

用途地域等の見直しは、主として土地利用の現況・動向や上位計画の変更を踏まえ、おおむね５
年ごとに定期的に行うことを基本とし、地区レベルの整備を推進する地区や⼤規模プロジェクト等
に関する見直しについては、当該計画等又は事業が具体化し、変更後の土地利用の担保措置が整っ
た時点等、必要に応じて用途地域の変更を行う。 
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（３）都市計画変更（素案）について 

  
 

変更
箇所 

現 行 変 更 案 

① 
⼯業地域（容積率 300％/建蔽率 60％） 
第 7 種かつ第 10 種高度地区 

近隣商業地域（容積率 300％/建蔽率 80％） 
第 7 種かつ第 10 種高度地区 

② 
⼯業地域（容積率 300％/建蔽率 60％） 
第 7 種高度地区 

近隣商業地域（容積率 300％/建蔽率 80％） 
第 7 種高度地区 

③ 
⼯業地域（容積率 200％/建蔽率 60％） 
第 5 種高度地区 

近隣商業地域（容積率 300％/建蔽率 80％） 
第 7 種高度地区 

  
 
  
現行                      変更案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

① 
② 

③ 
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３．今後のスケジュール（案） 
 
 
 
 
 
      
      ３月３１日 
 
 
 
      ４月１０日 
        
      ４月２４日 
 
       
      ６月上旬頃   
 
 
      ６月下旬頃 
 
      ７月上旬頃 
      
 
      ７月下旬頃 
 
 
      ８月下旬頃 
 
 
     １０月上旬頃 
                        
       
 

令
和
１
年
度 

市都市計画審議会（付議）        

～
 

縦覧（２週間） 

市都市計画審議会（付議） 

決定告示 

～
 

市都市計画審議会（報告）        

素案閲覧 

決定告示 

意見書なしの場合 

意見書ありの場合 

令
和
２
年
度 


